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むすびにかえて 
［要約］
　栃木県では、宇都宮市で平成19年に河内町、上河内町が加わった。その市町合併によって地方財
政や経済にどのような影響が現れているのかについて、今まで詳細な議論は尽くされていない１。詳
しく述べれば、政府は平成の大合併を促進するために、地方財政に発行債の枠を広げるなど「アメ」
を渡す形で合併を進めてきた。しかしながら、国主導で行った市町村合併の長所、短所について詳
細な検討が昨今までなされきたとは思えない。少なくとも、合併で所得・税収面でどのようなこと
が起きたのかを明示するのが、ここでの目論みである２。例えば、日本では地域経済で少子化と高齢
化が進んでいる３。その対策として、政府は行政の効率化を目指す意味から、市町村合併に舵を切っ
た訳である。すなわち、平成の大合併により、行政サービスで規模の経済性が働けば、行政費用は
低下する。これが第一の長所であった。また、市町村合併により住民が増えて税収も伸びるという
のが第二の長所であった。
　本稿では、第二の長所に目を向けて論を進めている。すなわち、市町村合併後に、住民の所得水
準がどのように変化しているのかを明示することを目標にした。もちろん、景気・不景気などの経
済状況により「所得」の動きは異なる。地方財政という視点で見れば、税と切り離して所得を捉え
ることは、市町村合併のもたらす第２の長所から見て意味がない。本稿では題名にあるごとく、課
税所得額と関連づけて所得を分析するのは、そのような訳からである４。
　平成24年（2013年）の10月に安倍首相は、2014年４月の消費税の増税を発表した。内閣では十
　＊ここでの研究は、宇都宮市で月毎に開催した「地方財政研究会」の討議を下にして書かれたもの
である。研究会メンバーである議員各位、そして課税データー入手に助勢いただいた市の当局の方々
には、心よりの謝意を述べておきたい。もちろん、本稿に記したすべての責任は筆者に帰するのは
言うまでもない。この研究会では、データーに関してプライバシーに十分配慮し、それらを扱って
いることは誤解の無いよう述べておく。
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分に地域経済の所得環境を考慮したことを説明した。北関東の地域経済では、アベノミクスの貨幣
の拡張的金融政策によってより円安の影響を受けやすいという特徴を有する。言い換えれば、輸出
製造業を中核とする地域であるため、為替レートの変化などのアベノミクス政策の波及効果が早く
現れる。それ故、この地域の所得動向は景気の先行指標の意味合いを持つ。それを踏まえて、消費
税増税という政策変更のショックによって、消費税増税→消費減少→景気減退→所得減少に至らな
いことを地域経済で確認するのが副次的ではあるが、本稿の目的の１つである。
　本稿の結論だけを、まず述べれば、低位課税所得額の階層（本稿では低位課税所得額階層と呼
ぶ）においては、所得税収に関して見れば、免税に扱われる世帯数は一貫して減少している。そして、
その階層の実質所得は緩やかに減少していることも明らかである。むしろ、ここ数年、税収の減少
要因となり、所得減少も大きいのは中位の課税所得額の階層である。正確に述べれば、ほとんどの
課税所得の階層で実質所得は減少しているが、1000万円越えの課税所得の階層だけが、実質所得が
増えている。本稿では、最近、アベノミクスで豊かな階層がさらに豊かになったと言うのは間違い
であり、10年間その趨勢は変わっていないことが確認できる。
　この結論により、栃木県で、来年度の消費税増税についてだけを見れば、増税後の低、中課税所
得者の消費減退はかなり強いものとなろう。
　アベノミクスの第３の矢は、公共事業の創出という伝統的なケインズ政策を多用することで、こ
の負の効果の減殺に努めることが予想される。その意味で、消費税増税→消費の減退→生産活動の
減少→所得の減少→消費税収の減少という事態を引き起こすことにならないのか、不安は残るので
ある。本稿で指摘したいことは、市町村合併によってもここ十年に亘り、高所得者減少の影響は却っ
て強く現れていることである。消費税で住民に薄く広く課税負担を求めることは、本稿でその正当
性は支持される。付言となるが、税そのものがどのように使用されるのか、とりわけ所得環境の好
転ではなく、住民の所得分布が変化するときに、果たして、宇都宮市のLRTのような公共事業に税
を使うことが最善と言えるかは、今後、議論の余地はあろう。
　１法制度も含めた上での制度学派的議論には、『議会と自治体』編集部［１］で合併による地方財
政の変化を詳しく知ることができる。
　２産業連関表などで地域経済の合併等を分析する手法もある。小長谷　前川［５］参照。
　３藻石［６］参照。
　４Jane・Jacobs［３］　の文献のように、地域経済を発展と衰退する原因で分けながら、地域の自立
という視点で描く方法もある。
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宇都宮市の市民所得額推計に関する一考察
はじめに
　本稿は、平成15年度から平成25年度の栃木県の県民所得の動向について検証することを
目的としている。平成19年度より、宇都宮市では河内町、上河内町が併合された。そのた
め、平成15年度から平成18年度までのデーターは時系列の整合性を考慮し、宇都宮市と河
内町、上河内町のデーターとを併せて、各年度毎にパネルデーターを作成し、分析を試み
ることにした５。
　地域住民の所得水準の把握については、その困難さはプライバシー保護からも想像に難
くない。国民総背番号制（マイナンバー法案）の実施も、最初の契機は個人個人の所得、
資産情報が正確に把握できていないことによる。
　本稿では、北関東を考察の対象としたが、その理由は以下に記しておく６。
◦北関東は製造業を基幹産業としており、日本の旧くからの経済構造を有する。
◦アベノミクスでインフレターゲットによって円安の効果を受けやすい。
◦実需の影響から、賃金を上昇させる要因がいち早く出現しやすい。
　さて、日本国だけでなく、世界ではＩＴ技術の進歩と軌を一にして、個人情報を保護す
る必要性が年々強く叫ばれている。我が国では、近年、国家の機密情報保護の方が、その
勢いは強くなっている節もあるが、プライバシー保護の観点から、各個人個人の所得デー
ターも厳重に保護されている。一方、国において、高齢者の人口比率が高まり、定年退職
の増加による老齢人口の変化によって、国民間で所得格差も広がっている７。労働人口減
少などで税収増が見込めないなか、医療、介護、年金などの社会保障の受益・費用負担の
公平性の観点から、プライバシー保護だけを金科玉条にして、個人の経済状態を識るため
　５このデータの扱いは、合併前と後の連続性を考慮するため、特に人員の増減によって富裕層の存
在の効果が強く現れないように考慮した。
　６この地域は、首都圏の生産拠点としての役割が重視されており、例えば、工場労働の残業賃金増
の効果などが確認しやすい。その意味で、企業が自財の物価上昇を自身の製造している財の需要増
加として反応の起きやすい地域と言える。ただし、この地域では「円安」によって外国への輸出が
増加し、そのため工場の稼働率が増えるという効果の方がより説得力があると言えよう。
　７1989年以降、失われた30年では、デフレが続いていることからも解るように、生産構造の変化、
あるいは海外への生産拠点のシフトによるものなのか、個人個人の所得が減少を続けてきた。その
原因については、私は定年退職者増による老齢人口の増大をその主要因と考えている。藻石［６］
の人口減から見る視点を参考にして、本稿は書かれている。
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に必要な情報の公開を妨げることも難しくなってきている８。本稿で、私は、課税所得額
の多寡によって所得を捉えることにした。これは、上記の社会保障の負担の軽重を明らか
にするためである。その意味で、今、私が見たいのは市民税収の財源の一つの要素である
「所得」の状態なのである９。
１　所得推計の方法について
　所得環境を捉える方法は、二つある。一つは、政府のマクロ経済政策の資料でもある、
GDP統計、国内所得、家計調査から地域経済まで視野を広げて、地域経済のデーターか
ら抽出して捉える方法である10。
　いま、一つは、ミクロの視点から地域経済の経済主体の一人一人に目をあてて、各経済
主体の所得環境を見ることである11。
　特に、ミクロの視点で地域経済を営む経済主体の「所得状態」がどのようになっている
のかのデーターを入手するのは、プライバシー保護の観点からみて難しい。私は、最初、
課税額のミクロデーターから課税所得額を推計し、その後、住民の総所得額を算定するこ
とで、上記の目標を果たすことを目指した。しかし、この推計の困難さは、課税される個
人個人の事情で課税所得額から、控除された項目を推計するところにある。総所得額は、
被扶養者の数や個人の経済事情、例えば資産の多寡、災害の有無、遺産などに影響される
点にある。
　本稿では、データーの入手可能性から平成15年度から25年度までの宇都宮市民の総所得
の時系列変化の特徴を検証することにした。
　８平成25年11月５日の日本経済新聞の社説では、資産ある高齢者には介護の補助やめよといった論
評があった。しかし、現実には、個々の高齢者の所得把握が極めて困難になっており、国民間で消
費税増税による負担と医療介護の受益者負担を歪める結果になっている。
　９芳賀［２］pp.17-8参照　芳賀は所得の概念については、ヒックスの用いる定義などを解説しなが
ら、豊かさの指標としてなぜ用いられているのかを詳細に解説している。
　10過去には、経済企画庁　［４］を参考にし、シンクタンクでは、地域経済を抽出してデータセッ
トを作成している。
　11この地域経済の各主体のミクロ経済データーを扱うときには、プライバシー保護の観点から、原
データーを集計化した形で入手することは可能である。しかし、情報公開条例により、請求者は開
示されている経済データーの系列を正確に名称まで明示し、それが存在するか、しないかを知らね
ばならない点で入手の困難さが付きまとう。その意味で研究会に参加していただいた議員の存在は
データーの入手に大きな力となった。ある意味、一介の研究者がそれらのデーターを入手するのは
かなり困難かもしれない。本稿では、念のため、最後に補表として入手したデーターを掲載しておく。
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1.1　個人市民税と課税所得、総所得について
　個人市民税の税額は、均等割と所得割を合計したものとしている。納税義務はその市町
村に住所がなくても、事務所や事業所、家屋敷がある人となっている。
　均等割は、地域社会の費用の一部を広く均等に市民に負担を求める趣旨で設けられてい
るため、所得の大小に係わらず一定の税額となっている12。
　さて、私の着目したいのは所得割であり、そこから総所得を推計することが目的であっ
た。その際、課税所得は、
課税所得金額＝所得金額－所得控除額
となっている。地方税法によって、個人の均等割の税率は3,000円。（地方税法第310条）個
人の所得割の税率は100分の６（地方税法314条の３第１項）となっている。課税所得額の
６％が市民税（県民税は４％）となっている。それぞれの収入金額から必要経費を差し引
いたものが上記の課税所得金額となる。所得の種類により必要経費の算定は異なる13。
　本稿では、業種の変化や所得の種類までは考えないことにした。あくまで、各課税所得
額の段階で区分して扱うことにしたのは、その総額をper・capitaで捉え、データーを扱えば、
各自治体の居住者の個人情報保護の問題をクリアーできると考えたからである14。
1.2　市民所得税の課税免除に関して
　まず、国民の納税の義務という観点から見て、課税免除人数の課税人口に占める割合（率）
を見ておこう。税を納めている人口のもとで、所得税の免除された人数を捉えることにし
よう。なお、入手データーの都合上、市民税の課税所得額の段階で区分けしたデーターを
用いて議論を進めている。課税所得額の計算については、会計学の分野になるので議論を
捨象するが、その計算は、法制度によって詳細に定められている。
　ここでは、課税所得額に税率を掛けて個人個人の税額が算定されるということから、
300万円以下の課税所得額の階層を低位の課税所得、300万円越～550円万円以下の層を中
位の課税所得、550万円越～2000万円超までの層を高位の課税所得額の層として分けるこ
とにする。
　12栃木県の場合には、市民税3,000円、県民税は1,700円となっている。税額については、地方議会
により、時限的に追加される場合もある。
　13本稿の税制の議論に関しては、税理士（作新学院大学経営学部　非常勤講師）の恩田佳枝先生よ
り詳しいご教示を賜った。心より御礼申し上げたい。本稿での議論の税額計算について、宇都宮市ホー
ムページ　http://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/zeikin/14858/kojinshiminzei/002394.html（2013年
８月現在まで）参照。
　14市町村から課税段階でデーターを入手する場合、そのデーターから個人情報が特定されることも
あり、配慮が求められる。
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　平成15年～平成25年度まで税を免除された人口の比率はおよそ６％から８％の幅で推移
している。市町村合併の影響、平成19年度から見れば、急速に増加しているといった事態
にはなっていない。
　では、課税所得額の各段階の免除率（表１－１）を見ておくことにしよう。表１－１は、
市民の徴収した各課税所得金額の段階で全人口に占める各課税所得段階の免除人口の比率
をまとめたものである。課税所得金額が300万円を超える場合に、課税免除となる人員は
いない。ほとんどが課税所得額が０～300万円の低位課税所得の階層である。
　課税免除者については、課税所得額10万円以下の層については、それほど変化はなく、
むしろ、10万円超えから300万円以下の層で、平成20年～25年度にかけて、免除者の比率
が高まっていることが解ろう。
図１－１　所得課税免除率（免除数／課税人口）の推移
市民課税免除率
課税所得額 H.15 H.16 H.17 H.18 H.19 H.20 H.21 H.22 H.23 H.24 H.25
10万円以下 3.0% 3.0% 2.8% 2.6% 2.8% 2.7% 2.7% 2.8% 2.7% 2.6% 2.6%
10超え100万円以下 2.2% 2.3% 1.7% 1.5% 1.6% 1.7% 1.8% 2.1% 2.0% 1.3% 1.3%
100-200万円以下 0.8% 1.0% 1.0% 1.0% 1.1% 1.7% 1.8% 2.2% 2.2% 1.9% 1.9%
200-300万円以下 0.4% 0.5% 0.5% 0.5% 0.5% 1.2% 1.2% 1.6% 1.5% 1.6% 1.7%
300-400万円以下 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
400-550万円以下 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
550-700万円以下 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
700-1000万円以下 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
1000万円超え 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
合計 6.5% 6.9% 6.0% 5.6% 6.0% 7.3% 7.5% 8.7% 8.6% 7.4% 7.5%
表１−１　課税人口に占める所得課税免除の割合
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　要約して述べれば、単に課税免除者が高齢化の進展とともに増えているのではなく、む
しろ、課税の免除者の増えていく層が変化している。それを確かめるため、各課税所得の
階層毎に、その階層の人口に占める免除者の比率はどのようになっているのかを見ておこ
う。課税所得額の10万円までが図１－２、10万円越～300万円以下の免除比率は、図１－
３で示そう。
　図１－２からも分かるように、10万円以下の課税所得額の階層では、免除率は趨勢とし
て年々低下していることが分かる。図１－３では、逆にそれ以外の階層で、特に100万円
を超える階層では、平成20年を境に免除率が上昇していることが分かろう。課税所得額の
図１－２　課税所得階層別　課税免除比率（免除人口／階層人口）
10万以下
図１－３　課税所得階層別　課税免除比率（免除人口／階層人口）
200-300万以下100-200万以下10超え100万以下
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階層で見た場合、10万円以下の階層では徴収額が増えて、他の階層では免除率が上昇し、
税収減が引き起こされる結果となっていることが分かろう。
　私は、高齢化社会の到来によって、定年層の増大→年金生活→市民税の免除というよう
な事態を想定していたが、実際には、課税所得ベースで10万円を切る世帯で市民税を納め
る比率は高まっているのである。言い換えれば、免除率で見て全体の納税人口からみて６
～７％台付近で推移しているのは、行政が免除、非免除の認定を適正に判断した結果と解
することもできる。
　この節では、一般に低位の課税所得額の階層の急増による免除人数の増加によって、地
方税の減収を引き起こす事態を想定していた。しかし、宇都宮市では、低位の課税所得額
での市民税免除比率は増えず、むしろ低下しており、税収のプラス要因となっており、中
位の課税所得階層の所得税の免除率の上昇の方が、減収の主要因となっている。
　繰り返しになるが、本稿で扱った統計データーでは低位の課税所得の階層の免除比率は
低下の一途を辿っており、税収増の要因となっている15。ここには注意を喚起しておきたい。
1.3　徴収課税所得別所得の推移
　課税所得額で区分し、それを一人あたりの年平均総所得を捉えたものが、以下の図１－
４、図１－５、図１－６である。
100-200万円以下10超え100万円以下10万円以下
図１－４　低位の課税所得額の年平均総所得額の推移
　15年毎に、高位の課税所得額の階層が、年金生活によって何処の階層に紛れ込むのかは、分からな
い。課税所得ベースで見たときに、所得が1000万円越えるのか、10万円以下の階層に向かうのか検
証を試みたい。そのような事態が存在するのか、どうかも今後の検討課題となる。この統計はあく
まで個人個人のすべての課税所得額の区分データーであり、ある種の検討において精緻に結論を導
くことが可能であろう。本稿では原データーの特徴を調べる上で、加工を単純化することで議論を
進めている。今後の計量分析についてはさらに研究を進捗させる予定である。
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　棒グラフの上の数値がそれぞれの課税所得ベースで見た低位、中位、高位の各階層の一
人当たりの平均年収（千円単位）である。棒グラフの高さは所得の金額を示し、棒上に数
値で表される。図１－４と図１－５のそれぞれは低位、中位の課税所得額の階層を集め、
図１－６は高位の課税所得額の階層を集める形となっている。
　このままでは、分かりにくいので、前年度変化率で見ることにしよう。私は特にリーマ
図１－５　中位の課税所得段階で平均総所得額の推移
400-550万円以下300-400万円以下200-300万円以下
図１－６　高位の課税所得段階の平均総所得の推移
1000万円超え700-1000万円以下550-700万円以下
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ンショックを経験した平成20年度を時系列変化の分水嶺と考えている。
　上記の図１－４、図１－５、図１－６の数値はあくまで名目値であり、これを消費者物
価指数（帰属家賃を除いたもの）CPIでデフレートし実質所得にして、それぞれを前年度
変化率で示したものが図１－７、図１－８、図１－９である。16
　16このCPI・がデフレーターとして適当なのか、どうかは、今後の検討課題としておきたい。
図１－７　低位の課税所得額階層別実質所得（ＣＰＩで実質化）の前年度変化率の推移
100-200万円以下10超え100万円以下10万円以下
（％）
図１－８　中位の課税所得額階層別実質所得（ＣＰＩで実質化）の前年度変化率の推移
400-550万円以下300-400万円以下200-300万円以下
（％）
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　図１－７、図１－８からも解るだろうが、平成16年度から平成19年度まで、所得が急落
を記録したのは、課税所得10万円以下と100万円以下であり、中間課税所得額の層では低
位の層と比べれば、減少は軽微の水準と言えよう。平成17年度と平成18年度では、課税所
得額10万円の一人当たりの実質所得の減少は年率で－15%で推移しているが、他の課税所
得額の層では－５％以内で留まっている。
　むしろ、平成23年～24年度では、低位の課税所得額者においては、実質所得は微減となっ
ているが（図１－７参照）、平成20年度を過ぎて、中位の課税所得額の階層ではプラスか
らマイナスを記録していることが分かろう（図１－８参照）。他方、高額の課税所得額の
階層の動向を示した図１－９で見た場合、1000万円を超える層では、平成18年に急速に上
昇を記録して以来、平成19年と20年（2008年９月）のリーマンショック後に－４％まで一
時落ち込んだ後、平成21年～25年まで緩やかな増加ペースで推移していることが分かろう。
　平成20年度以前においては、低位の課税所得額の階層では所得急減、高位の課税所得額
の階層では所得急増という事実は確認できるが、平成22年～平成25年にかけては、高位の
課税所得額1000万円を越える階層以外では、実質所得の伸びは確認できない（図１－９参
照）。図１－８の中位の課税所得額の区分で見れば、その中間層の動きは平成21年～平成
25年度までみると、平成24年度に所得が急減している事実が確認できよう。最近、平成25
年度のデーターで分かるように、その実質所得の減速がようやく収まっていることが確認
できよう。
　すなわち、リーマンショック以前では、低位・中位の課税所得額の層で所得の急減少と
図１－９　高位の課税所得階層別実質所得（ＣＰＩで実質化）の前年度変化率の推移
1000万円超え 合計700－1000万円以下550－700万円以下
（％）
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1000万円を超える高位の階層で所得の増加という事実が確認でき、リーマンショック以降
（平成20年９月）平成20年以降では、中位の課税所得額の階層の所得が減少していること
が確認できる。
２　市町村合併とリーマンショック後の富裕者人口の推移
　この章では、上記の統計データを用いて、この10年の所得環境の変化がどのようになっ
ているのかを検討する。それが本稿の目的でもある。
　一般に、市町村合併は合併する町が近隣に位置すると言う意味で、経済環境も良く似て
いる訳であり、貧富の差も酷似していると考えられる。これまでの市町村合併の長所とし
て考えられた利点は、行政サービスの効率化（コスト削減）であった。合併により、徴税
人口が増え、規模の経済性を発揮する広域行政が、日本の高齢化社会を支えるために必要
というのが、平成の大合併の意義であろう。それは本当なのかを確認しておこう。
　本論では、二つの町と市が、合併するというケースであり、試論として、所得分布に何
が起きたのかを明示したい。
2.1　市町村合併とリーマンショック後の市民の所得環境の変化を探る
　各課税所得額の階層毎の経年人員の変化を記したのが、以下の図２－１、図２－２、図
２－３である。それぞれ、平成15年～20年度、平成20～25年度、平成15～25年度に区分し、
棒グラフはその各階層の人口の比較年時差分変化を記している。
図２－１　H.15-20年度までの課税所得階層別人数の変化
人数（ 人）
243
宇都宮市の市民所得額推計に関する一考察
　つぎに、各課税所得額の階層毎に一人あたりの平均年収を計算し、階層毎に棒グラフの
下に記し、人数を縦軸で上に記したものが、図２－４（平成15年度）、図２－５（平成20年度）、
図２－６（平成25年度）である。
図２－２　H.20-25年度までの課税所得階層人数の変化
図２－３　H.15-25年度までの課税所得階層人数の変化
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課税所得額段階の平均所得金額（千円単位）
図２－４　平成15年度所得分布
図２－５　平成20年度所得分布
課税所得段階の平均所得金額（千円単位）
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図２－６　平成25年度所得分布
課税所得段階の平均所得金額（千円単位）
　本稿では、宇都宮市が栃木県の県庁所在地であることと、合併による高齢化の進捗と都
市化に伴う人口の集中により、税負担者の人口は10年を経て増えている。これを図２－７
で見ておくことにしよう。この図は平成15年度、20年度、25年度の課税所得段階の人数の
度数分布を採ったものである。
図２－７　課税所得額階層の人員分布の変化
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　この図２－７では、平成15年度、平成20年度、平成25年度の課税所得別人数をそれぞれ
の階層毎に棒グラフで示してある。平成15年度と20年度を比較した場合、すべての課税所
得階層の段階で人数は増加しているが、特に課税所得額10～200万円の階層で人員増加が
著しくなっている。
　他方、平成20年度～25年度を比較した場合に特徴は異なり、税の高額課税所得階層の人
数の減少が著しく、一部の低額と中額の階層の人数は増加を記録している。
　平成15年度と25年度を比較したときには、もっと明らかになるが、低位、中位の課税所
得の層の人数が増えているが、高位の課税所得階層はほとんど増えていない。
　その原因としては、定年を迎えてビジネスの最前線に居た経営者などが引退し、違う階
層に移動していることが予想される。事実だけを確認すれば、この地域では図２－２から
分かるように、この数年間で高位の課税所得の階層の人口が急速に減少している。
2.2　宇都宮市の生活保護の現況について
　ここで唐突な分析になるが、課税所得と市民の受けとる所得が明確なので、福祉部面で
の考察を一例としてあげることにしたい17。課税所得の段階から、一人当たりの市民の所
得を見た場合に、一番下位の層での一人当たり年額の平均所得は85万円（平成22年度）で
あった。地方自治体の行政の視点でみるなら、厚生経済の観点でこの層で生活保護の世帯
の給付水準と所得を比較することは意味があると言えよう。ここでは、それを見ておくこ
とにしよう。
図２－８　平成20～25年度までの若年齢世代（29歳以下）の申請数の変化
　17この議論は、地方財政研究会で発表したことをまとめている。本稿ではその骨子だけを記してお
く。統計学、計量経済学を用いた処理については、今後の研究課題としておきたい。
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　まず、生活保護の申請者について見ておくことにしよう。生活保護は本人の地方自治体
への窓口申請の形を取るので、申請者を年齢別に区分して、平成20年～25年度までの申請
数の年度変化率を示しておく（図２－８から図２－11参照）。
　図２－８、図２－９からも分かるように、若い世代や働き盛りの世代の生活保護申請数
の伸びは収まっており、むしろ高齢者において増加の傾向が顕著であろう。結論すれば、
生活保護の申請では高齢化の効果が明白になっている。そこから推測される結論は、生活
保護の受給世帯において医療扶助の伸びが高まっていることが容易に分かる。
図２－９　平成20～25年度までの働き盛り世代（30～59歳）の変化
図２－10　平成20～25年度までの（60～74歳代）の申請数変化
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　生活保護の受給に関しては、経済データーとして一般生活に必要な衣食住に関わる支出
である「生活扶助」と医療に関しての支出である「医療扶助」の二つのデーターが入手可
能である。
　生活保護費の一世帯（申請者ベース）の月額での生活扶助、医療扶助の推移を見ておこう。
図２－11　平成20～25年度までの後期高齢者の変化
図２－12　生活保護費の月額での金額推移
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　図２－12に示すように、生活扶助はほぼ横ばいに推移し、医療扶助費は年々減少傾向に
あることが分かろう。これを変化率で見たのが、図２－13であるが、平成21年度までは生
活扶助は増加傾向にあったが、医療扶助は平成20年度よりずっと減少傾向を記録している。
では、生活保護を必要とする課税所得の世帯数と比して生活保護の申請者はどのように推
移しているのかを見ておこう。図２－14で示したように、平成19年度のときは40％の数値
図２－13　１世帯当たりの生活保護費の変化
図２－14　生保受給世帯数と課税所得10万円以下の世帯数の比率の推移
生保数 課税所得　万円以下の世帯数
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であり、平成25年度では69％となっている。重要なことは、課税所得10万円以下の階層に
おいて31％の世帯が生活保護を受給していないということである。
　では、この課税所得10万円以下の階層の一世帯あたりの平均所得金額と比して、生活保
護の扶助金額はどの程度になっているのかを見ておくことにしよう（図２－15参照）。
　図２－15からも分かるように、所得の1.4倍が生活扶助の金額となっており、医療扶助
は所得比で1.9倍あったものが、最近では1.6倍まで落ちていることが分かろう。生活扶助
と医療扶助を足し合わせてみれば、所得の３倍受給される結果となっている。果たして、
その状態が経済厚生上、適正な事態であるのかは、今後、議論の的となろう18。
むすびにかえて
　2014年４月の消費税増税を控えて、価格上昇による消費の減退という効果を相殺すべく、
貨幣の拡張政策がインフレ→所得の増加に結びつくよう第３の矢という政策を講じること
が求められている。
図２－15　生活保護受給は課税所得10万以下の階層の平均所得の何倍であるか
　18生活保護の申請主義の部分が数値に現れており、ここでは課税所得10万円以下の階層がすべて生
活保護の必要な人びとであると考えて議論を進めている。介護の状態や親族の資産の状態なども考
慮すれば、これはかなり安易な仮定であろう。さらに検討を必要とする。
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　本稿の結果では、実は低位の課税所得の階層において実質所得が減少しているだけでな
く、中位の課税所得の階層でも、所得減少という事態が今も生じているのである。今回の
平成24年におけるアベノミクスと言われる経済政策で「実質所得」が増加しているのは、
課税所得ベースで1000万円越えの階層のみである。すなわち、今のまま、消費税の増税を
すれば、消費が減退することが予想される。市町村合併に関して見れば、徴税できる世帯
数は、確かに一時的に増える形で推移していることが確認できる。しかし、平成20年から
25年にかけて詳しく見た場合には、高位、中位の課税所得の階層の人びとが減少している。
すなわち、高齢化が合併の徴税増の効果を打ち消すように働いていると言える。
　最後にこの論を終えるにあたり、課税所得データーを提供していただいた市の担当局の
皆様のご厚情に感謝しつつ論を終えることにしたい19。
補表１　宇都宮＋河内・上河内の原データー
Ｈ．15年度
課税所得額の段階 有資格（人）失格者（人） 計 税額調整措置に係わる者
総所得金額
（千円）
一人あたり平均
所得金額（千円）
10万円以下 1808 6281 8089 47 6638542 820.7
10超え100万円以下 55964.5 4621.5 60586 15 95984605.5 1584.3
100-200万円以下 54967.5 1675.5 56643 0 143534817.5 2534.0
200-300万円以下 32065 798 32863 0 126873832 3860.7
300-400万円以下 19992 0 19992 0 102073924 5105.7
400-550万円以下 15985 0 15985 0 104232351 6520.6
550-700万円以下 5808 0 5808 0 47323038 8147.9
700-1000万円以下 3647 0 3647 0 37158851 10188.9
1000万円超え 3228 0 3228 0 68218063 21133.2
合計 193465 13376 206841 62 732038024 3539.1
Ｈ．16年度
課税所得額の段階 有資格（人）失格者（人） 計 税額調整措置に係わる者
総所得金額
（千円）
一人あたり平均
所得金額（千円）
10万円以下 2123 6308 8431 34 6963295 825.9
10超え100万円以下 57820.5 4791.5 62612 16 98378931.5 1571.2
100-200万円以下 55226.5 2097.5 57324 0 146083929.5 2548.4
200-300万円以下 31807 1036 32843 0 127955900 3896.0
300-400万円以下 19342 23 19365 0 100026989 5165.3
400-550万円以下 15273 0 15273 0 100681885 6592.1
550-700万円以下 5400 0 5400 0 44289564 8201.8
700-1000万円以下 3479 0 3479 0 35671587 10253.4
1000万円超え 3220 0 3220 0 67986425 21113.8
合計 193691 14256 207947 50 728038506 3501.1
　19市当局より、提供された課税所得データーについては、最後に補表１、補表２として記しておく。
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Ｈ．17年度
課税所得額の段階 有資格（人）失格者（人） 計 税額調整措置に係わる者
総所得金額
（千円）
一人あたり平均
所得金額（千円）
10万円以下 2182 6029 8211 43 5821578 709.0
10超え100万円以下 60070 3623 63693 52 94723679 1487.2
100-200万円以下 56182 2068 58250 0 143310853 2460.3
200-300万円以下 33074 1133 34207 0 129114838 3774.5
300-400万円以下 20696 18 20714 0 104003404 5020.9
400-550万円以下 16196 0 16196 0 104436495 6448.3
550-700万円以下 6402 0 6402 0 51591630 8058.7
700-1000万円以下 3928 0 3928 0 39984986 10179.5
1000万円超え 3303 0 3303 0 70337736 21295.1
合計 202033 12871 214904 95 743325199 3458.9
Ｈ．18年度
課税所得額の段階 有資格（人）失格者（人） 計 税額調整措置に係わる者
総所得金額
（千円）
一人あたり平均
所得金額（千円）
10万円以下 2648 6061 8709 42 5239873 601.7
10超え100万円以下 66175 3352 69527 79 96341816 1385.7
100-200万円以下 61735 2322 64057 0 156375275 2441.2
200-300万円以下 33695 1127 34822 0 130614810 3750.9
300-400万円以下 21754 9 21763 0 109515188 5032.2
400-550万円以下 16448 0 16448 0 105745601 6429.1
550-700万円以下 6356 0 6356 0 51155399 8048.4
700-1000万円以下 4194 0 4194 0 42594495 10156.1
1000万円超え 3436 0 3436 0 78454547 22833.1
合計 216441 12871 229312 121 776037004 3384.2
	 Ｈ．19年度	 有資格＋失格者
課税所得額の段階 有資格（人）失格者（人） 計 税額調整措置に係わる者
総所得金額
（千円）
一人あたり平均
所得金額（千円）
10万円以下 2784 6408 9192 43 5623040 611.7
10超え100万円以下 67238 3616 70854 105 98389702 1388.6
100-200万円以下 62028 2549 64577 0 157836481 2444.2
200-300万円以下 33887 1279 35166 0 131899566 3750.8
300-400万円以下 21682 0 21682 0 109053650 5029.7
400-550万円以下 16618 0 16618 0 106693409 6420.4
550-700万円以下 6771 0 6771 0 54738660 8084.3
700-1000万円以下 4245 0 4245 0 43359766 10214.3
1000万円超え 3500 0 3500 0 77230810 22065.9
合計 218753 13852 232605 148 784825084 3374.1
	 Ｈ．20年度	 有資格＋失格者
課税所得額の段階 有資格（人）失格者（人） 計 税額調整措置に係わる者
総所得金額
（千円）
一人あたり平均
所得金額（千円）
10万円以下 2595 6402 8997 49 5636198 626.5
10超え100万円以下 67591 3896 71487 95 99702271 1394.7
100-200万円以下 61440 3904 65344 0 159592925 2442.4
200-300万円以下 33233 2875 36108 0 135132353 3742.4
300-400万円以下 21653 0 21653 0 108869877 5027.9
400-550万円以下 17020 0 17020 0 109291801 6421.4
550-700万円以下 6612 0 6612 0 53576420 8102.9
700-1000万円以下 4363 0 4363 0 44659783 10236.0
1000万円超え 3551 0 3551 0 75963566 21392.2
合計 218058 17077 235135 144 792425194 3370.1
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補表２
Ｈ．21年度
課税所得額の段階 有資格（人）失格者（人） 計 税額調整措置に係わる者
総所得金額
（千円）
一人あたり平均
所得金額（千円）
10万円以下 2555 6354 8909 43 5662765 635.6
10超え100万円以下 68130 4196 72326 108 101003092 1396.5
100-200万円以下 62508 4246 66754 0 162876963 2440.0
200-300万円以下 33347 2948 36295 0 135992145 3746.9
300-400万円以下 21560 0 21560 0 108642192 5039.1
400-550万円以下 16845 0 16845 0 108723502 6454.3
550-700万円以下 6507 0 6507 0 52781678 8111.5
700-1000万円以下 4319 0 4319 0 44330114 10264.0
1000万円超え 3514 0 3514 0 75317908 21433.7
合計 219285 17744 237029 151 795330359 3355.4
Ｈ．22年度
課税所得額の段階 有資格（人）失格者（人） 計 税額調整措置に係わる者
総所得金額
（千円）
一人あたり平均
所得金額（千円）
10万円以下 2563 6358 8921 39 5823936 652.8
10超え100万円以下 70236 4857 75093 116 106206978 1414.3
100-200万円以下 61554 5136 66690 0 164370811 2464.7
200-300万円以下 31055 3610 34665 0 131200386 3784.8
300-400万円以下 20278 0 20278 0 102998227 5079.3
400-550万円以下 13941 0 13941 0 89941037 6451.5
550-700万円以下 4732 0 4732 0 38533356 8143.1
700-1000万円以下 3018 0 3018 0 30759418 10192.0
1000万円超え 3168 0 3168 0 68056448 21482.5
合計 210545 19961 230506 155 737890597 3201.2
Ｈ．23年度
課税所得額の段階 有資格（人）失格者（人） 計 税額調整措置に係わる者
総所得金額
（千円）
一人あたり平均
所得金額（千円）
10万円以下 2650 6321 8971 44 5757930 641.8
10超え100万円以下 70324 4701 75025 127 105313316 1403.7
100-200万円以下 60622 5177 65799 0 162798714 2474.2
200-300万円以下 31133 3544 34677 0 131793871 3800.6
300-400万円以下 20745 0 20745 0 105421287 5081.8
400-550万円以下 14022 0 14022 0 90761735 6472.8
550-700万円以下 4998 0 4998 0 41059837 8215.3
700-1000万円以下 3252 0 3252 0 33245988 10223.2
1000万円超え 3141 0 3141 0 67915327 21622.2
合計 210887 19743 230630 171 744068005 3226.2
Ｈ．24年度
課税所得額の段階 有資格（人）失格者（人） 計 税額調整措置に係わる者
総所得金額
（千円）
一人あたり平均
所得金額（千円）
10万円以下 2716 5986 8702 43 5264779 605.0
10超え100万円以下 68933 3076 72009 271 95927788 1332.2
100-200万円以下 59858 4355 64213 31 153980422 2398.0
200-300万円以下 32001 3702 35703 0 131195664 3674.6
300-400万円以下 22297 0 22297 0 110198732 4942.3
400-550万円以下 15378 0 15378 0 97334953 6329.5
550-700万円以下 5771 0 5771 0 46413725 8042.6
700-1000万円以下 3792 0 3792 0 38452559 10140.4
1000万円超え 3228 0 3228 0 69883327 21649.1
合計 213974 17119 231093 345 748651949 3239.6
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Ｈ．25年度
課税所得額の段階 有資格（人）失格者（人） 計 税額調整措置に係わる者
総所得金額
（千円）
一人あたり平均
所得金額（千円）
10万円以下 2896 6137 9033 43 5378154 595.4
10超え100万円以下 70225 3034 73259 278 97358739 1329.0
100-200万円以下 60486 4416 64902 42 156010830 2403.8
200-300万円以下 32790 3868 36658 0 135360130 3692.5
300-400万円以下 23219 0 23219 0 115045247 4954.8
400-550万円以下 14578 0 14578 0 92369338 6336.2
550-700万円以下 5854 0 5854 0 47379921 8093.6
700-1000万円以下 3443 0 3443 0 34865650 10126.5
1000万円超え 3260 0 3260 0 71590295 21960.2
合計 216751 17455 234206 363 755358304 3225.2
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